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第１章 長崎県における医療費状況と取り組みについて

１.長崎県の医療費の推移(長崎県第３期医療費適正化計画より)
長崎県の医療費は、平成27年度の都道府県別国民医療費(平成29年９月公表)によると、5,661億円であり、前

年度と比べて164億円、3.0％に増加している。一方、人口一人当たりで見ると、長崎県は、41万1,100円であり、
前年度と比べて１万4,500円、3.7％増加している。全国順位も２位と高く全国平均(33万3,300円)の約1.23倍
高い状況となっている。

表1 都道府県別国民医療費及び人口一人当たり都道府県別国民医療費の推移

表2 長崎県の一人当たり医療費(被用者(協会けんぽ)、国民健康保険、後期高齢者医療)の推移

出典：国民医療費

出典：都道府県支部別医療費データ(全国健康保険協会)
国民健康保険事業年報、後期高齢者医療事業状況報告(厚生労働省)

長崎県の一人当たり医療費を、協会けんぽ、国民健康保険、後期高齢者医療で比較すると、平成27年度はそれぞ
れ、18万3,542円(全国８位)、41万1,022円(全国7位)、110万2,286円(全国４位)となっており、後期高齢者
医療の一人当たり医療費は、協会けんぽの約6.0倍、国民健康保険の約2.7倍となっている。
(全国平均では、協会けんぽは約5.5倍、国民健康保険は約2.8倍)

また、高齢化の進展に伴い、今後も後期高齢者医療の医療費は、ますます増加すると見込まれている。長崎県の高
齢化の進展の状況は、総人口に対する65歳以上の割合(高齢化率)を見ると、平成27年は29.6％であり、全国平
均の26.6％を上回っており、今後もその状況は継続すると見込まれている。

表3 高齢化の進展の将来推計 (単位：％)

出典：長崎県介護保険事業支援計画
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また、長崎県は医療費が全国より高いにもかかわらず、全国平均の伸びを上回って増加しているグループに属して
いる。

図1 一人当たり年齢調整後医療費の水準と伸び

2020年12月４日経済財政諮問会議資料

2020年12月４日経済財政諮問会議資料

図2 一人当たり年齢調整後医療費の全国平均との差(2018年度)

一人当たり医療費に関する全国平均との差の主因は、入院医療費との指摘も出ている。今後、長崎県として、また、
保険者としてアプローチすべき課題を探り、対策を立案していく必要がある。
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２.長崎県の取り組みについて
長崎県では、医療費適正化(地域差の縮小)や県民の健康の保持・増進及び健康寿命の延伸を目的として、以下

の様々な取り組みを実施している。また、近年長崎県では、“人生100年時代にむけた長崎県の挑戦”として、「なが
さき３ＭＹチャレンジ」に取り組んでいる。

出典：ながさき３ＭＹチャレンジリーフレット

長崎県が取り組み健康づくり対策 ～健康ながさき21(第２次)より～

Ⅰ．健康寿命の延伸と健康を支え守るための社会づくり
①健康寿命の延伸 ②個人を支える地域活動 ③健康を支える環境づくり

Ⅱ．健診による健康づくり
①特定健康診査・特定保健指導 ②メタボリックシンドローム

Ⅲ．生活習慣病の重症化予防
①糖尿病 ②循環器疾患 ③がん

Ⅳ．社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上
１．こころの健康づくりと休養 ２．次世代の健康 ３．高齢者の健康

Ⅴ．生活習慣及び社会環境の改善
１．栄養・食生活 ２．身体活動・運動 ３．喫煙 ４．飲酒 ５．歯・口腔の健康づくり

ながさき３ＭＹチャレンジ
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出典：ながさき３ＭＹチャレンジリーフレット

また、３ＭＹチャレンジの中では、年代・性別ごとの生活習慣課題も抽出し、その改善にむけた取り組みを県内の市
町や医療保険者等に呼びかけている。

３.生活習慣等における長崎県民の特徴や課題について
長崎県が取り組んでいる「ながさき３ＭＹチャレンジ」では、生活習慣等における長崎県民の特徴や課題について

の指標として、以下の項目を取り上げ、改善に取り組んでいる。

出典：ながさき３ＭＹチャレンジリーフレット

課題改善の兆し
～第５回ＮＤＢオープンデータより～
上記の生活習慣等の長崎県民の特徴や課題は、

第３回ＮＤＢデータ等の数値をもとにしたものだが、
最新の第５回ＮＤＢデータでは、各数値が改善の
兆しを見せている。
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出典：長崎県の健康づくり～残りの半分～長崎県上五島保健所長安藤所長

４.長崎県民の生活習慣等における特徴の把握にむけた取り組み
長崎県では、県民の健康づくり一環として、食生活や運動習慣等に関し、各地域ごとの生活習慣等の把握や改善

に取り組んでいる。

本事業では、長崎県が長崎県食生活改善推進協議会に委託して平成27年～平成29年に実施した、「ひかえめ塩
分・たっぷり野菜プロジェクト」のアンケート結果も活用している。

（事務局：国保・健康増進課 健康づくり班）
発足 昭和63年10月25日
〔Ｒ２年度〕会員団体数 ２１団体（市町）

会員数 2,971名

長崎県食生活改善推進協議会

全国食生活改善推進員協議会について

全国食生活改善推進員協議会は一般財団法人日本食生活協会に事務局を置いています。
昭和30年設立の財団法人日本食生活協会では、健康づくりをすすめるために民間の活力と行政の政施策の調和によ

り、実行が期待できる保健所での栄養教室修了者による組織化に努めました。
昭和35年には、全国初の県組織が宮城県に誕生し「食生活改善推進員」という名称で呼ばれるようになりました。以

降、各県の保健所で養成が始まり修了者による県単位の組織化が進み、全国組織を結成しようという声が高まって行き
ました。
そして、昭和42年8月当時の厚生省と各県とで協議され、「第1回全国栄養教室修了者リーダー研修会」が日本食生活
協会の呼びかけにより初めての中央研修会が開催され、組織化への第一歩を踏み出しました。
3年後の昭和45年に、15県・市、2万人の会員により「全国栄養修了者団体連絡協議会」が発足し、令和元年創立50
周年を迎えました。
昭和58年「全国栄養修了者団体連絡協議会」の名称を「全国食生活改善推進員団体連絡協議会」へ改名、平成24

年に現在の「全国食生活改善推進員協議会」となりました。
全国に46道府県・5市の協議会組織があり各県・市の会長が全国食生活改善推進員協議会の理事を務めています。

（出典：一般財団法人 日本食生活協会HP）
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【参考資料】「ひかえめ塩分・たっぷり野菜プロジェクト」実施要領


